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１【ファンドの運用状況】

以下は2022年6月末日現在の運用状況です。

また、投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産等の評価金額の比率をいいます。小数点以下第2位未満を

四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

 

（１）【投資状況】

資産の種類 国 時価合計（円） 投資比率（％）

投資証券 アイルランド 215,157,139,351 67.83

 米国 98,311,921,894 30.99

現金・預金・その他資産（負債控除後） 3,756,701,005 1.18

合計（純資産総額） 317,225,762,250 100.00
 

　

EDINET提出書類

セゾン投信株式会社(E14561)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

 2/26



 

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

2022年6月末日現在および同日前1年以内における各月末ならびに下記計算期間末日の純資産総額の推移、および1口当た

りの純資産額の推移は次の通りです。

 純資産総額（円） 1口当たりの純資産額（円）

 （分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第6期計算期間末     

2012年12月10日 50,473,617,495 （同左） 0.8309 （同左）

第7期計算期間末     

2013年12月10日 68,517,436,112 （同左） 1.1347 （同左）

第8期計算期間末     

2014年12月10日 90,887,149,000 （同左） 1.3561 （同左）

第9期計算期間末     

2015年12月10日 107,188,829,038 （同左） 1.3406 （同左）

第10期計算期間末     

2016年12月12日 126,394,783,321 （同左） 1.3181 （同左）

第11期計算期間末     

2017年12月11日 153,979,082,281 （同左） 1.4667 （同左）

第12期計算期間末     

2018年12月10日 166,494,953,559 （同左） 1.4200 （同左）

第13期計算期間末     

2019年12月10日 194,260,343,488 （同左） 1.5268 （同左）

第14期計算期間末     

2020年12月10日 230,238,575,657 （同左） 1.6651 （同左）

第15期計算期間末     

2021年12月10日 294,071,735,031 （同左） 1.9206 （同左）

2021年6月末日 271,255,981,356 - 1.8531 -

7月末日 274,648,702,287 - 1.8564 -

8月末日 280,272,486,834 - 1.8764 -

9月末日 280,380,218,218 - 1.8619 -

10月末日 293,328,412,480 - 1.9334 -

11月末日 293,406,982,963 - 1.9187 -

12月末日 303,430,947,118 - 1.9633 -

2022年1月末日 294,078,471,199 - 1.8852 -

2月末日 291,785,512,449 - 1.8536 -

3月末日 312,995,818,642 - 1.9725 -

4月末日 310,090,506,097 - 1.9397 -

5月末日 313,002,306,967 - 1.9344 -

6月末日 317,225,762,250 - 1.9385 -
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②【分配の推移】

 期 期間 1万口当たりの分配金（円）

第6期 2011年12月13日～2012年12月10日 －

第7期 2012年12月11日～2013年12月10日 －

第8期 2013年12月11日～2014年12月10日 －

第9期 2014年12月11日～2015年12月10日 －

第10期 2015年12月11日～2016年12月12日 －

第11期 2016年12月13日～2017年12月11日 －

第12期 2017年12月12日～2018年12月10日 －

第13期 2018年12月11日～2019年12月10日 －

第14期 2019年12月11日～2020年12月10日 －

第15期 2020年12月11日～2021年12月10日 －
 

　

③【収益率の推移】

 期 期間 収益率（％）

第6期 2011年12月13日～2012年12月10日 14.99

第7期 2012年12月11日～2013年12月10日 36.56

第8期 2013年12月11日～2014年12月10日 19.51

第9期 2014年12月11日～2015年12月10日 △1.14

第10期 2015年12月11日～2016年12月12日 △1.68

第11期 2016年12月13日～2017年12月11日 11.27

第12期 2017年12月12日～2018年12月10日 △3.18

第13期 2018年12月11日～2019年12月10日 7.52

第14期 2019年12月11日～2020年12月10日 9.06

第15期 2020年12月11日～2021年12月10日 15.34

第16期中間 2021年12月11日～2022年6月10日 2.86
 

※収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額。

以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じて得た数です。
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２【設定及び解約の実績】

 設定口数（口） 解約口数（口）

第6期計算期間

（2011年12月13日～2012年12月10日）

 
13,324,222,123

 
4,820,799,870

第7期計算期間

（2012年12月11日～2013年12月10日）

 
12,939,856,149

 
13,299,687,693

第8期計算期間

（2013年12月11日～2014年12月10日）

 
14,763,236,054

 
8,126,605,208

第9期計算期間

（2014年12月11日～2015年12月10日）

 
19,455,365,759

 
6,517,748,952

第10期計算期間

（2015年12月11日～2016年12月12日） 21,696,257,309 5,763,757,513

第11期計算期間

（2016年12月13日～2017年12月11日） 20,558,025,030 11,464,552,770

第12期計算期間

（2017年12月12日～2018年12月10日） 20,461,750,219 8,195,850,762

第13期計算期間

（2018年12月11日～2019年12月10日） 20,257,401,693 10,274,529,019

第14期計算期間

（2019年12月11日～2020年12月10日） 23,090,155,278 12,046,219,796

第15期計算期間

（2020年12月11日～2021年12月10日） 24,952,226,137 10,111,011,434

第16期中間計算期間

（2021年12月11日～2022年6月10日） 13,592,864,539 4,638,334,095
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３【ファンドの経理状況】

当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、投資信託財産計算規則に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第16期中間計算期間（2021年12月11日から2022年

6月10日まで）の中間財務諸表について、太陽有限責任監査法人による中間監査を受けております。
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【セゾン・バンガード・グローバルバランスファンド】

(1)【中間貸借対照表】

           (単位：円)

          
第15期

(2021年12月10日現在)
第16期中間計算期間
(2022年6月10日現在)

資産の部   

 流動資産   

  預金 114,378,799 133,807,337

  金銭信託 58,106 762,152

  コール・ローン 3,951,811,755 4,312,972,759

  投資証券 290,824,550,777 316,636,299,420

  流動資産合計 294,890,799,437 321,083,841,668

 資産合計 294,890,799,437 321,083,841,668

負債の部   

 流動負債   

  未払解約金 105,758,372 138,198,284

  未払受託者報酬 50,895,964 54,053,656

  未払委託者報酬 661,858,691 698,955,750

  その他未払費用 551,379 709,072

  流動負債合計 819,064,406 891,916,762

 負債合計 819,064,406 891,916,762

純資産の部   

 元本等   

  元本 153,117,557,159 162,072,087,603

  剰余金   

   中間剰余金又は中間欠損金(△) 140,954,177,872 158,119,837,303

   （分配準備積立金） 85,998,754,035 83,508,430,889

  元本等合計 294,071,735,031 320,191,924,906

 純資産合計 294,071,735,031 320,191,924,906

負債純資産合計 294,890,799,437 321,083,841,668
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(2)【中間損益及び剰余金計算書】

           (単位：円)

          第15期中間計算期間
自　2020年12月11日
至　2021年6月10日

第16期中間計算期間
自　2021年12月11日
至　2022年6月10日

営業収益   

 受取配当金 1,268,110,376 666,820,965

 受取利息 1 1

 有価証券売買等損益 12,712,682,697 △35,777,875,972

 為替差損益 11,526,950,109 44,892,423,679

 営業収益合計 25,507,743,183 9,781,368,673

営業費用   

 支払利息 965,333 1,314,331

 受託者報酬 45,023,380 54,053,656

 委託者報酬 578,054,810 698,955,750

 その他費用 745,325 1,912,118

 営業費用合計 624,788,848 756,235,855

営業利益又は営業損失(△) 24,882,954,335 9,025,132,818

経常利益又は経常損失(△) 24,882,954,335 9,025,132,818

中間純利益又は中間純損失(△) 24,882,954,335 9,025,132,818

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

376,389,220 △12,338,409

期首剰余金又は期首欠損金（△） 91,962,233,201 140,954,177,872

剰余金増加額又は欠損金減少額 8,917,030,090 12,388,034,426

 
中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

－ －

 
中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

8,917,030,090 12,388,034,426

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,672,383,615 4,259,846,222

 
中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

3,672,383,615 4,259,846,222

 
中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ －

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金(△) 121,713,444,791 158,119,837,303
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(3)【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1．有価証券の評価基準及び評価方法 投資証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあたっては、当

該有価証券発行元の提供する直近の日の1単位当たり純資産額で評価しており

ます。

 
2．収益及び費用の計上基準 受取配当金

原則として、投資証券の配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金

額を計上しております。

 
有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。
 

 

（中間貸借対照表に関する注記）

 
第15期

2021年12月10日現在
第16期中間計算期間
2022年6月10日現在

1．計算期間末日における受益権の総数 153,117,557,159口 162,072,087,603口

2．計算期間末日における1単位当たりの純資産の額   

１口当たり純資産額 1.9206円 1.9756円

（１万口当たり純資産額） (19,206円) (19,756円)
 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

区分
第15期

2021年12月10日現在
第16期中間計算期間
2022年6月10日現在

1．貸借対照表計上額、

時価及びその差額

金融商品は、原則としてすべて時価で計上して

いるため、貸借対照表計上額と時価との差額はあ

りません。

 

同左

2．時価の算定方法 (1)投資証券

「（重要な会計方針に係る事項に関する注

記）」に記載しております。

 

(1)投資証券

同左

 (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該金融商品の帳簿価額を時

価としております。

(2)コール・ローン等の金銭債権及び金

銭債務

同左

 

 

（その他の注記）

元本の移動

 
第15期

2021年12月10日現在
第16期中間計算期間
2022年6月10日現在

期首元本額 138,276,342,456円 153,117,557,159円

期中追加設定元本額 24,952,226,137円 13,592,864,539円

期中一部解約元本額 10,111,011,434円 4,638,334,095円
 

 

EDINET提出書類

セゾン投信株式会社(E14561)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

 9/26



４【委託会社等の概況】

（１）【資本金の額】

2022年6月末日現在の資本金の額　　　１，０００百万円

発行可能株式総数　　　　　　　　　 １００，０００株

発行済株式総数　　　　　　　　　　　 ５６，６６７株

 

直近５ヵ年の資本金の額の増減

該当事項はありません。

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行う

とともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）およびその受益権の募集また

は私募（第二種金融商品取引業）を行っています。

 
2022年6月末日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。

種類 本数 純資産総額

追加型株式投資信託 3本 512,394百万円

合計 3本 512,394百万円
 

 
（３）【その他】

本報告書提出前6ヶ月以内において、訴訟事件その他委託会社および当ファンドに重要な影響を与えた事実、または与

えると予想される事実はありません。
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５【委託会社等の経理状況】

１．財務諸表の作成方法について

　　委託会社であるセゾン投信株式会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

38年大蔵省令第59号）並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日

内閣府令第52号）により作成しております。

　　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、事業年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで）の財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による監査を受けております。
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 (1)【貸借対照表】

       （単位：千円）

    
 前事業年度

（2021年3月31日）
 

 当事業年度
（2022年3月31日）

 資産の部      

 　流動資産      

   現金及び預金  2,244,681   2,757,606

   直販顧客分別金信託  956,538   982,010

   貯蔵品  6,872   4,844

   前払費用  11,868   13,019

   未収委託者報酬  563,076   724,939

   その他  338   2,094

    流動資産合計  3,783,375   4,484,515

 　固定資産      

   有形固定資産      

    建物 ※１ 11,241  ※１ 22,596

    工具、器具及び備品 ※１ 8,025  ※１ 7,025

    その他 ※１ 4,000  ※１ 12,030

    有形固定資産合計  23,267   41,651

   無形固定資産      

    ソフトウエア  74,310   58,249

    ソフトウエア仮勘定  1,200   -

    無形固定資産合計  75,510   58,249

   投資その他の資産      

    差入保証金  38,965   37,702

    繰延税金資産  11,270   36,499

    投資その他の資産合計  50,236   74,202

    固定資産合計  149,014   174,103

    資産合計  3,932,389   4,658,618

 負債の部      

 　流動負債      

   預り金  302,932   201,612

   顧客からの預り金  949,624   981,158

   未払金  96,047   126,997

   未払費用  17,788   27,525

   未払法人税等  72,731   221,826

   未払消費税等  39,791   53,467

   賞与引当金  14,931   63,190

    流動負債合計  1,493,847   1,675,779

    負債合計  1,493,847   1,675,779

 純資産の部      

 　株主資本      

   資本金  1,000,000   1,000,000

   資本剰余金      

    資本準備金  77,156   77,156

    資本剰余金合計  77,156   77,156

   利益剰余金      

    その他利益剰余金      

    　繰越利益剰余金  1,361,385   1,905,683

   利益剰余金合計  1,361,385   1,905,683

    純資産合計  2,438,542   2,982,839

    負債・純資産合計  3,932,389   4,658,618
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(2)【損益計算書】

      （単位：千円）

    前事業年度   当事業年度

   
（自　2020年4月１日
　　至　2021年3月31日）

 
（自　2021年4月１日
　　至　2022年3月31日）

営業収益      

 委託者報酬  1,475,662   2,046,687

 その他営業収益  -   145

  営業収益計  1,475,662   2,046,832

営業費用      

 支払手数料  62,431   135,374

 広告宣伝費  22,199   43,143

 調査費  8,275   8,844

 委託計算費  137,788   150,810

 営業雑経費  212,975   268,976

  通信費  51,504   51,116

  印刷費  37,785   49,777

  協会費  2,292   2,380

  業務外注費  63,567   103,744

  その他営業雑経費  57,824   61,956

  営業費用計  443,670   607,148

一般管理費      

 給料  293,574   389,254

  役員報酬  31,701   37,249

  給料・手当  196,052   253,315

  賞与  37,068   19,379

  賞与引当金繰入額  14,931   63,190

  退職給付費用  13,820   16,120

 交際費  896   1,487

 旅費交通費  4,006   6,748

 租税公課  17,080   21,204

 不動産賃借料  38,879   51,843

 固定資産減価償却費  25,731   32,639

 諸経費  123,968   166,815

  一般管理費計  504,137   669,994

 営業利益  527,854   769,689

 営業外収益      

  受取利息  77   67

  講師料等収入  2,328   3,795

  助成金収入  974   -

  その他  279   239

   営業外収益計  3,659   4,103

 営業外費用      

  その他  957   1,261

   営業外費用計  957   1,261

 経常利益  530,556   772,530

 税引前当期純利益  530,556   772,530

 法人税、住民税及び事業税  86,936   253,462

 法人税等調整額  31,128   △ 25,229

 法人税等合計  118,065   228,233

 当期純利益  412,491   544,297
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(3)【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 2020年4月１日　至 2021年3月31日）      

        （単位：千円） 

 

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,000,000 77,156 - 77,156 948,893 948,893 2,026,050 2,026,050

当期変動額         

　当期純利益 - - - - 412,491 412,491 412,491 412,491

当期変動額合計 - - - - 412,491 412,491 412,491 412,491

当期末残高 1,000,000 77,156 - 77,156 1,361,385 1,361,385 2,438,542 2,438,542

         

         

当事業年度（自 2021年4月１日　至 2022年3月31日）      

        （単位：千円） 

 

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,000,000 77,156 - 77,156 1,361,385 1,361,385 2,438,542 2,438,542

当期変動額         

　当期純利益 - - - - 544,297 544,297 544,297 544,297

当期変動額合計 - - - - 544,297 544,297 544,297 544,297

当期末残高 1,000,000 77,156 - 77,156 1,905,683 1,905,683 2,982,839 2,982,839
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年4月以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月以降

に取得した建物附属設備及び構築物ついては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　5～8年

工具、器具及び備品　　　　5～8年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

 
３．引当金の計上基準

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しておりま

す。

 
４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益

を認識する通常の時点）は次のとおりです。

当社は、投資信託の設定・運用・販売にかかる業務を投資信託事業として営んでいます。このような業務につい

ては、日常的又は反復的にサービスを提供していることから、投資信託の計算期間にわたり履行義務が充足される

ため、日々の投資信託における純資産に対する一定割合を収益として認識しています。

 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありませ

ん。
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（表示方法の変更）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとし、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごと

の内訳等に関する事項等の注記を行うこととしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第19号　2019年7月4日）第7-4項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前事

業年度に係るものについては記載しておりません。

 

（重要な会計上の見積り）

該当事項はありません。

 

（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（2021年3月31日）
当事業年度

（2022年3月31日）

建物 5,361千円 9,322千円

工具、器具及び備品 14,837千円 18,265千円

その他 4,166千円 8,185千円

有形固定資産合計 24,365千円 35,772千円
 

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 56,667株 － － 56,667株
 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 
当事業年度（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 56,667株 － － 56,667株
 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

該当事項はありません。

 
当事業年度（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

1．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金の運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬は、受託銀行が分別管理しております。

顧客からの預り金は、受託銀行が分別管理しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である未収委託者報酬は、当社に入金されるまでの期間は受託銀行により分別保管されているため、

信用リスクはほとんどないと認識しております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投機的な取引及び投資は行わない方針のため、市場リスクは僅少であります。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

資金管理担当部署が適時に資金繰り計画を確認するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管

理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びにレベルごとの内訳等については、次のとおりであります。

また、金融商品の時価は、時価の算定に係るインプットの観察及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに分類しております。
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前事業年度（2021年3月31日）

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

現金及び預金、未収委託者報酬、直販顧客分別金信託、顧客からの預り金、預り金、未払金、未払消費税

等、未払法人税等

これらはすべて短期間（1年以内）で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであることから、記

載を省略しております。

 
当事業年度（2022年3月31日）

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

現金及び預金、未収委託者報酬、直販顧客分別金信託、顧客からの預り金、預り金、未払金、未払消費税

等、未払法人税等

これらはすべて短期間（1年以内）で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであることから、記

載を省略しております。

 

(有価証券関係)

前事業年度（2021年3月31日）

該当事項はありません。

 
当事業年度（2022年3月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（2021年3月31日）

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

 
当事業年度（2022年3月31日）

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

前事業年度
（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

当事業年度
（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出

制度を採用しております。

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出

制度を採用しております。また、親会社等からの出向

者には、出向元の退職給付制度が採用されておりま

す。

 
２．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額は13,820千円でありま

す。

２．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額は16,120千円でありま

す。
 

 

（ストック・オプション等関係)

　 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳

 前事業年度  当事業年度

 （2021年3月31日）  （2022年3月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 6,049千円  22,441千円

未払事業税 4,796千円  11,500千円

その他 2,525千円  3,608千円

繰延税金資産小計 13,371千円  37,550千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,100千円  △1,050千円

評価性引当額小計 △2,100千円  △1,050千円

繰延税金資産合計 11,270千円  36,499千円
 

（注）賞与引当金の一部を貸借対照表では未払費用に含めて表示しております。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 前事業年度  当事業年度

 （2021年3月31日）  （2022年3月31日）

法定実効税率 30.62%  30.62%

（調整）    

評価性引当額の増減額 △8.15%  △0.14%

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.02%  0.03%

住民税均等割等 0.18%  0.30%

租税特別措置法上の税額控除 △0.37%  △1.14%

その他 △0.05%  △0.13%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.25%  29.54%
 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前事業年度
（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

当事業年度
（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

当社は、資産除去債務について、不動産賃貸借契約

に係る差入保証金の回収が最終的に見込めないと認め

られる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の

負担に属する金額を差入保証金から減額して費用計上

する方法によっております。

同左

 

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、投資信託の設定・運用・販売、及びこれらの付随事業のみの単一セグメントであるため、顧客との契約

から生じる収益を分解した情報については、ファンドごとに記載しております。

 
当事業年度

（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

セゾン・バンガード・グローバルバランスファンド 1,200,350千円

セゾン資産形成の達人ファンド 844,142千円

セゾン共創日本ファンド 2,194千円

その他 145千円

顧客との契約から生じる収益 2,046,832千円

外部顧客への売上高 2,046,832千円
 

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

す。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末おい

て存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

前事業年度
（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

当事業年度
（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

１．セグメント情報

当社の事業セグメントは、投資信託事業の設定・運

用・販売、及びこれらの付随事業という単一のセグメ

ントであるため、記載を省略しております。

 

１．セグメント情報

同左

２．関連情報

（1）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上

高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。

２．関連情報

（1）製品及びサービスごとの情報

同左

（2）地域ごとの情報

①売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該

当事項はありません。

（2）地域ごとの情報

①売上高

同左

②有形固定資産

本邦以外に所在している固定資産がないため、

該当事項はありません。

②有形固定資産

同左

（3）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高

の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあ

りません。

 

（3）主要な顧客ごとの情報

同左

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関す

る情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関す

る情報

同左

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却

残高に関する情報

該当事項はありません。

 

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却

残高に関する情報

同左

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する

情報

該当事項はありません。

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する

情報

同左
 

 

（関連当事者情報）

前事業年度（2020年4月１日　至2021年3月31日）

親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

㈱クレディセゾン（東京証券取引所に上場）

 
当事業年度（2021年4月１日　至2022年3月31日）

親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

㈱クレディセゾン（東京証券取引所に上場）
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（1株当たり情報）

前事業年度
（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

当事業年度
（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

1株当たり純資産額　    　 43,032円84銭

1株当たり当期純利益金額　   7,279円22銭

(注)1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

2. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以

下のとおりであります。

当期純利益　　　　　　 　412,491千円

普通株主に帰属しない金額　　　　　-

普通株主に係る当期純利益 412,491千円

普通株式の期中平均株式数　　56,667株

1株当たり純資産額　    　 52,638円03銭

1株当たり当期純利益金額　   9,605円19銭

(注)1. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

2. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以

下のとおりであります。

当期純利益　　　　　　　 544,297千円

普通株主に帰属しない金額　　　　　-

普通株主に係る当期純利益 544,297千円

普通株式の期中平均株式数　　56,667株
 

 

（重要な後発事象）

前事業年度
（自2020年4月１日　至2021年3月31日）

当事業年度
（自2021年4月１日　至2022年3月31日）

該当事項はありません。 同左
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独立監査人の監査報告書

 
2022年６月21日

 

セゾン投信株式会社

取締役会　御中
 

 

太陽有限責任監査法人  

　東京事務所  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　八　代　輝　雄　㊞
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　石　倉　毅　典　㊞
 

 
監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているセゾン投信株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セゾン

投信株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の

情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施して

いない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 
(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

　

2022年８月29日
 

セゾン投信株式会社

取締役会　御中
 

 

太陽有限責任監査法人  

東京事務所  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　 石倉　毅典　㊞
 

 
中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているセゾン・バンガード・グローバルバランスファンドの2021年12月11日から2022年６月10日までの中間計算

期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を

行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、セゾン・バンガード・グローバルバランスファンドの2022年６月10日現在の信託財産の状態及び同日をもって終

了する中間計算期間（2021年12月11日から2022年６月10日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、セゾン投信株式会社及びファンドから独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一

部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に

関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財

務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が

基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

 

利害関係

セゾン投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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